
令和元年度上半期（4月～9月）の財政状況

　
角
田
市
の
財
政
状
況
は
、
６
月

と
12
月
の
年
２
回
お
知
ら
せ
し
て

い
ま
す
。

　
今
回
は
、
令
和
元
年
度
の
上
半

期
（
９
月
30
日
現
在
）
に
つ
い
て

で
す
。

　
一
般
会
計
は
、
当
初
予
算
が
１

２
３
億
６
８
０
０
万
円
で
し
た
が
、

必
要
な
補
正
や
平
成
30
年
度
か
ら

の
繰
越
事
業
を
含
め
た
結
果
、
現

在
の
予
算
は
１
３
８
億
２
５
９
８

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
予
算

現
額
に
対
し
、
収
入
済
額
は
63
億

６
９
５
０
万
円
で
収
入
率
は
46
・

１
％
、
支
出
済
額
は
53
億
６
９
９

万
円
で
執
行
率
は
38
・
４
％
で
す
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計
、
水
道
事

業
会
計
を
合
わ
せ
た
予
算
総
額
は
、

２
３
８
億
６
６
９
万
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
で
、
国
庫
支

出
金
、
県
支
出
金
、
繰
入
金
、
市

債
の
収
入
済
額
が
少
な
い
の
は
、

対
象
と
な
る
事
業
の
完
了
後
に
お

金
の
交
付
を
受
け
た
り
、
借
り
入

れ
た
り
す
る
た
め
で
す
。

　
歳
出
で
道
路
整
備
な
ど
を
行
う

土
木
費
の
支
出
済
額
が
少
な
い
の

は
、
工
事
期
間
が
長
期
間
に
わ
た

る
も
の
が
多
く
、
工
事
完
成
後
に

お
金
を
支
出
す
る
た
め
で
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】
企
画
財
政
課
（
☎

63
―
２
１
１
３
）

市 有 財 産
市で保有している土地や建物などの財産
<土　　地>197.6万㎡：公園、集会所、市の建物の敷地など
<建　　物> 14.5万㎡：市庁舎、小・中学校の校舎、市営
　　　　　　　　　　 住宅など
<基　　金>    38億163万円：財政調整基金や明日を拓く人
　　　　　　　　　　　　 材育成基金など
<有価証券>　　 7,738万円：株券など
<出 資 金>20億2,521万円：みやぎ県南中核病院企業団や
　　　　　　　　　　　　 宮城県信用保証協会など

市　　　債
市が事業を行うために借りた資金の残高
一般会計　　　　　　　142億5,420万円
特別会計　　　　　　　102億    622万円
水道事業会計　　　　　 　7億8,381万円

一時借入金
なし

【特別会計】	 （単位：万円）
会　　計 予算現額 収入済額 支出済額

国民健康保険事業 33億4,387 12億7,574 13億5,141
後期高齢者医療 3億4,494 1億 703 1億 547
介護保険 32億   182 12億9,071 12億3,136
公共下水道事業 13億8,640 1億1,893 5億9,528
農業集落排水事業 1億 701 699 4,109
東根財産区 50 2 8

（注）特別会計の支出済額に対する収入不足額は、一般会計や基金から
一時繰り替え運用しています。

【水道事業会計】
収益的収入・支出	 （単位：万円）

内　訳 予算現額 収入・支出済額
収入（水道料金など） 10億9,269 4億6,225
支出（受水費・利息など ) 11億2,500 4億1,900

資本的収入・支出 （単位：万円）
内　訳 予算現額 収入・支出済額

収入（出資金など） 4,605 705
支出（工事費など） 4億7,117 2億4,939

●決算●

財政健全化法に関する指標

財政調整基金と市債残高

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政
健全化法）により、全ての地方公共団体において財政
健全化に関する指標の公表が義務付けられています。
指標が一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画

や財政再生計画、経営健全化計画を策定し、財政の健
全化に取り組む必要があります。
　角田市における平成30年度決算の指標は、下表の
とおりで全て早期健全化基準を下回っています。

　市の貯金である財政調整基金の残高は平成30年度
末で13億4,605万円（市民1人当たり4万6千円）とな
り、前年度と比較し1億6,433万円減少しました。こ
れは1億8,554万円を前年度の剰余金として積み立て
を行ったものの、財源不足による3億5,000万円の取
り崩しがあったことなどによるものです。市債の返済
に充てるために積み立てしている減債基金を合わせた

基金現在高は19億7,774万円（市民1人当たり6万8千
円）となり、前年度より2億1,426万円減少しました。
　市の借金である市債の平成30年度の発行額は15億
3,199万円で、前年度より3億7,579万円増加しました。
平成30年度末の一般会計の市債残高は147億7,899万
円（市民1人当たり50万7千円）で、前年度より5億
2,962万円の増額となりました。

（単位：％、カッコ内は平成29年度決算に基づく比率）
健全化判断比率 比率 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 赤字なし
（赤字なし） 13.81 20.0

連結実質赤字比率 赤字なし
（赤字なし） 18.81 30.0

実質公債費比率 7.1
（6.6） 25.0 35.0

将来負担比率 105.2
（90.9） 350.0

（単位：％、カッコ内は平成29年度決算に基づく比率）
特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

水道事業会計 資金不足なし
（資金不足なし）

20.0公共下水道事業特別会計 資金不足なし
（資金不足なし）

農業集落排水事業特別会計 資金不足なし
（資金不足なし）

【建設地方債と臨時財政対策債】
　建設地方債とは、公共施設や道路などの整備に充て
るための借入金のことです。市の借金にあたりますが、
公共施設や道路などは将来にわたって使用するものな
ので、世代間の負担の公平性をはかる機能も持ってい
ます。
　臨時財政対策債とは、地方交付税として国から地方
自治体に交付されるべき額のうち、国の財源不足によ
り交付できない分を補うための地方自治体の借入金の
ことです。臨時財政対策債として借りたものは、後年
度に利子も含め全額が地方交付税として交付されます。

◎実質赤字比率：市の一般会計の赤字の程度を表していま
す。財政運営の悪化の度合いを示す比率です。
◎連結実質赤字比率：市の全ての会計の赤字や黒字を合算
して、市全体の赤字の程度を表しています。市全体として
の運営の悪化の度合いを示す比率です。
◎実質公債費比率：市の一般会計が負担する借入金の返済
額の大きさを表しています。資金繰りの程度を示す比率です。
◎将来負担比率：市の一般会計の借入金や将来支払う可
能性のある負担などの現時点における残高を表しています。
将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す比率です。
◎資金不足比率：地方公共団体の公営企業ごとの資金不足
額を、事業規模に対して指標化し、経営状況の悪化の度合
いを示す比率です。
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